
政策アンケート調査 （１/3） 

政党名・会派名（ れいわ新選組    ） 
それぞれの質問について、いずれか当てはまるものに〇をして、理由等についてもお書きください。 

質問１ 都民に行きわたる実効的な物価高騰支援策 

回答 ① 賛成   ② 反対   ③ どちらとも言えない 

その理由、または具体的な政策・対案 

東京都の豊かな財政を一律・公平な給付金などインフレ対策に活用。れいわ新選組の国政で 

掲げている消費税廃止や季節ごとの 10万円給付といった国の施策とあわせ、「使えるお金を 

増やす」ことで３０年の経済不況から国民生活を救うことが第一。また、倒産が相次ぐ中小企業を 

救うため社会保険料の引き下げとインボイス廃止は急務である。 

質問２ 東京都公契約条例の制定 

回答 ① 賛成   ② 反対   ③ どちらとも言えない 

その理由、または具体的な政策・対案 

公共工事で適正な賃金を支払える発注価格を設定できるようにするため、国は発注価格の基礎 

となる設計労務単価を引き上げ続けているが、建設労働者の賃上げには結び付いていない。 

単価の引き上げと同時に、労働報酬も上げるよう求めることが必要。 

都内には公契約条例を制定する自治体が増えているが、東京都においても最低賃金を 

上回る賃金を支払う条件を示した契約を下請けも含めた事業者と結び、東京都の仕事に 

携わる労働者の賃金や労働条件を改善させるべき。 

質問３ 災害対策、インフラ整備、住環境整備を通じた安心・安全な住生活を保障する制度確立 

回答 ① 賛成   ② 反対   ③ どちらとも言えない 

その理由、または具体的な政策・対案 

公営住宅を倍の 50万戸超に増やす。新しい公営住宅は高い断熱基準を適用して光熱費ゼロ 

住宅（ZEB/ZEH）とすることで、燃料貧困をなくし、地域経済を活性化させる。 

空き家・空き部屋の活用施策をすすめ、家賃補助を拡充して「住まいは権利！」を徹底。 

世界標準の断熱基準に基づくアパートやマンション、戸建て住宅などの改修支援制度を拡充。 

質問４ 都内建設物施工にあたって多摩産材など国産材の活用と支援体制の確立 

回答 ① 賛成   ② 反対   ③ どちらとも言えない 

その理由、または具体的な政策・対案 

東京都では、多摩産材をはじめとした国産木材の利用推進に取り組んでいるが、更なる拡大を 

求める。公共建築物や塀などへの木材利用は、人々の健康、環境にも良い影響をもたらす。 

森林循環の促進と林業・木材産業を守るためにも、木材の需要を喚起する。 

質問５ 国保組合への都費補助の増額と育成強化に対する育成・強化 



 

政策アンケート調査 （2/3） 

政党名・会派名（ れいわ新選組    ） 
それぞれの質問について、いずれか当てはまるものに〇をして、理由等についてもお書きください。 

回答 ① 賛成   ② 反対   ③ どちらとも言えない 

その理由、または具体的な政策・対案 

止まらない物価高に困窮している都民の生活は限界。使えるお金を増やすことで都民の生活を 

守り抜くと同時に、地域経済の活性化もはかる必要がある。健康保険料の負担を減らすことが 

必要。一般会計からの法定外繰入が抑制されているのは、法律で決まったことではない。 

東京都の豊富な一般会計からの繰入を求め、保険料の負担軽減をすべき。 

子供の数が多いほど重い負担となる均等割は、子育て支援に逆行している。 

東京都独自に子供にもかかる負担を無くす。 

質問６ 公的医療の社会的役割と機能向上にむけ、独法化された病院・病床の再公営化 

回答 ① 賛成   ② 反対   ③ どちらとも言えない 

その理由、または具体的な政策・対案 

都立病院の独立行政法人化による医療サービスの低下や職員への処遇悪化などが報告されて 

おり、調査・評価した上で、行政による医療に戻すことを提案する。病床の削減を推進してきた 

地域医療構想は見直すべき。感染症の拡大など緊急時の医療体制逼迫を防止するためにも、 

公的医療機関の供給体制を確保しておくことが必要。 

質問７ 教科書代などを含む高等教育費の無償化や奨学金返済の負担軽減政策 

回答 ① 賛成   ② 反対   ③ どちらとも言えない 

その理由、または具体的な政策・対案 

都内の自治体では、教材費や修学旅行代などを無償化する取組みが増えている。区市町村 

任せではなく地域間格差を起こさないよう、東京都が義務教育にかかる隠れ教育費と言われる 

保護者負担を無くす。教育費の無償化は必要だが、校舎などの環境整備、教員の増員など、 

まずは公立の学校の充実をはかることを求める。 

奨学金の返済が卒業後の生活を苦しめている。東京都独自に返済の負担軽減をすべき。 

質問８ 都政における改正担い手三法の具体化、労働者と中小企業支援など建設産業支援 

回答 ① 賛成   ② 反対   ③ どちらとも言えない 

その理由、または具体的な政策・対案 

中小企業を淘汰するかのような政治からの転換を図る。中小企業を守ることは雇用を守り、地域 

経済全体のためになる。公共施設やインフラにおける必要な整備・改修などは、長期的な計画 

のもと、地域の中小企業の安定した仕事を確保する。 

脱炭素などの環境保護規制や最低賃金引き上げなどの労働関係ルールを追求しつつも、中小 

企業にとって負担が重くならないよう、補助金、社会保険料の軽減などの支援制度を整備する。 

質問９ 横田基地などでのオスプレイ訓練の中止、ＰＦＡＳの徹底究明 



政策アンケート調査 （3/3） 

政党名・会派名（ れいわ新選組    ） 
それぞれの質問について、いずれか当てはまるものに〇をして、理由等についてもお書きください。 

回答 ① 賛成   ② 反対   ③ どちらとも言えない 

その理由、または具体的な政策・対案 

在日米軍のオスプレイは日本での具体的な活動がほとんど公表されておらず、その実態は一般 

に知らされていないと言われている。しかし、近隣住民は騒音や振動、落下などへの不安などが 

生じており、訓練・配備とも中止すべき。日米友好の前提のもとで「対米追従外交」から脱却する 

ために、東京都も安保法制の見直し、日米地位協定の改定を国に求めていくよう提言する。 

水質調査計画に PFAS も加え、境界値以下も公開させ、検出の原因を究明するよう求める。 

質問１０ 国に対して、消費税減税を求める意見書の提出 

回答 ① 賛成   ② 反対   ③ どちらとも言えない 

その理由、または具体的な政策・対案 

れいわ新選組は結党以来、「消費税廃止」をブレずに訴え続けている。廃止を目指しているが、 

その前段階としてまずは減税するというステップがあっても良い。様々な地方自治体から意見書 

を出して、地方から国を揺らしていくことも、目標としている。 

質問１１ 国に対して、適格請求書保存方式（インボイス制度）廃止を求める意見書の提出 

回答 ① 賛成   ② 反対   ③ どちらとも言えない 

その理由、または具体的な政策・対案 

インボイス制度導入に伴う事務量の増大、納税負担の増加やインボイス導入を実施しない場合 

の取引打ち切りといった問題の多い制度のため反対。 

 

質問１２ アスベスト除去工事への助成制度の創設 

回答 ① 賛成   ② 反対   ③ どちらとも言えない 

その理由、または具体的な政策・対案 

アスベストは人体に対する非常に高い有害性が予見されていたにもかかわらず、使用を規制 

しなかった国の責任は大きい。これは各種裁判でも認められている。まず根本原因を取り除く 

除去工事については、助成制度により促進すべきである。 

質問１３ アスベスト関連疾患の早期発見・被災者救済に向けた施策 

回答 ① 賛成   ② 反対   ③ どちらとも言えない 

その理由、または具体的な政策・対案 

工場労働者や建設業に携わった方々の健康被害は顕著である。にもかかわらず、救済の為の 

申請などの手続きが十分に機能していない。前述のように被害を拡大させた国の責任を 

自覚し、さらなる早期発見・被害者救済策を講じるべきである。 



 

 

質問１４ 国に対して、建設アスベスト被害者救済とアスベスト対策の拡充を求める意見書の提出 

回答 ① 賛成   ② 反対   ③ どちらとも言えない 

その理由、または具体的な政策・対案 

すでに述べたように国の責任は大きいにもかかわらず、まだまだ救済策は不十分といわざるを 

得ない。さらなる対策拡充は当然のことであり、意見書提出が実現するように働きかけたい。 

 


